
別送の取扱い廃止について
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※出国時に税関に輸出を証する書類（一定の記載事項を満たした配送伝票等）を提示することで、輸出の確認を受ける取扱い
※このリーフレットは、令和７年度税制改正の大綱に示された内容に基づくものです。

注１：上記は、2025年４月１日以降に購入した商品から適用されます（出国時に購入品を所持していなかった場合、消費税が徴収されます。）。
2025年3月31日までに購入した商品については、要件に従って別送している場合、「別送の取扱い」の適用を受けることができます。

注２：店舗から直接海外に配送する「直送制度」の利用については、各免税店に対応可否をお問合せください。
注３：免税購入対象者（日本人の一時帰国者）もこの取扱いの対象となります。
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２０２５年4月１日より、訪日外国人旅行者向け
消費税免税制度における別送の取扱い※が廃止されます。
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